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技術進歩の推計と「不可能の定理」

茅野甚治郎
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1.序

生産関数をシンプルに定義するなら，それは与えられた技術的情報の下で，

各種の生産要素の投入量とそれによって産出される生産量聞の，技術的関係

を表わすものである。この様に，生産関数は生産の理論における最も基磯的

な分析概念であり， C-D生産関数及び CES生産関数の定式化に伴い，定

量的分析の主要な用具となってきた。

今日では， ミクロ・マクロ生産関数，事前・事後生産関数，短期・長期生

産関数など，基礎的概念の認識を異にする多くの生産関数が提示されてい

る1)。また推計されている関数型も，先に掲げた C-D生産関数， CES生産

関数やレオンチェフ生産関数，またはそれらの変形及びトランス・ログ生産

関数など，多くの定式化が見られる。加えて，直接的に生産関数を計測せず，

生産者均衡の仮定から導かれる費用関数や利潤関数を用いた，デュアル・ア

プローチもなされるようになってきた。

では，技術進歩はどの様に定義されるのか。新古典派成長論において，技

1) 各生産関数の理論展開は，佐藤和夫(1975)r生産関数の理論J，L.Johansen (1972) 
“Production Functions"で行なわれている。また， Hayami & Ruttan (4)は誘発的

技術革新に関連して meta-productionfunctionの概念を導入している。
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術進歩は生産関数そのものを変化させるのではなく，生産関数に含まれる l

つの変数と考えられた。これにより，生産関数の上方へのシフトと定義され

た技術進歩の定量的分析は急速に進展してきたo

R. M. Sollowの成長勘定分析における技術進歩の推計は，資本の完全可

塑性を仮定し，残差として計測されている。これは，体化されない技術進歩

の認識にもとづくものである。その後の展開として， Sollowはさらに資本

の異質性の概念から， vllltage-typeの生産関数を導入した。 E.F. De. 

TIlsonは労働の質的向上に注目し，その qualityindexの推計を試みている。

これらは慣行的投入要素の質的向上を考慮したものであり，体化された技術

進歩の認識にもとづく。また，技術進歩率の計測において説明変数の数が不

十分であるとの考えから，教育・研究開発・普及活動への投資額を新しい変

数として導入した Grilichesらの研究があるZ)

さらに，これら技術進歩の量的側面ばかりでなく，農業生産構造の変化と

強い因果関係をもち，その質的側面である偏向性の定量的把握への関心は近

年著しく高まってきている。しかし，生産関数・技術進歩に関して様々な概

念の認識がなされるなかで，すべての定量的分析がそうであるように生産関

数と技術進歩に関しでも，①生産関数及び技術進歩の概念認識にもとづいた

理論設定 ②定量的に把握し得る定式化 ③統計的検定 ④データという

問題が混在し複雑になってきたことに注意しなければならない。

従来，技術進歩の偏向性に関する研究の多くは， C-D ・CESタイプの生

産関数により 2時点のクロス・セクションによる代替の弾力性を推定し，そ

れを比較することによって議論されてきた。しかし，技術進歩を含む生産関

数でのタイム・シリーズ分析には重要な留意点がある。それは Diamond-

McFaddenにより不可能の定理(Impossibility Theorem )と呼ばれる識

別問題3) (一般的な条件のもとで，技術進歩の偏りと生産関数のパラメータ

を識別できない)である。しかし，近年の費用関数を用いたデュアル・アプ

ローチでは，代替の偏弾力性が推定され技術進歩の偏向性が議論されてい

る4)。

2) 1960年以降の生産関数と技術進歩に関する展望論文として，稲本(6 )，南・石渡(10)， 

尾崎(12)，辻村 e渡部(14)がある。

3) Nerlove (11)， Diamoud， McFadden， Rodriguez (3)，佐藤(13)参照。
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それではデュアル・アプローチにおいて ImpossibilityTheoremは解消さ

れているのであろうか。先に掲げた①，②の観点からも，デュアル・アプロー

チがより実証研究への適用性を高め得るには，この問題が明らかにされなけ

ればならない。本稿の目的は，技術進歩が中立的または非中立的である両ケー

スについて，技術進歩率の推定方法を整理し， Impossibility Theoremとト

ランス・ログ費用関数によるデュアル・アフローチの関連を明らかにするこ

とにある。

まず始めに， II章では生産関数における中立的・非中立的技術進歩の特定化

と，それぞれの技術進歩率の推定について整理する。その後， III章で

Impossibility Theoremを説明し，百章でトランス・ログ費用関数を用いた

実証分析との関連を考察する。

1I.技術進歩のタイプと生産関数

技術進歩といっても，体化されない技術進歩，体化される技術進歩，外生

的・内生的技術進歩等5)様々な概念が存在するが，本稿における技術進歩の

タイプとは ].Hicksの定義した中立的技術進歩と非中立的技術進歩を意味す

る。すなわち，所得分配率(Hicksのいう生産要素の相対的分け前)との

関連から生産要素の投入比率を一定とする時，所得分配率が不変であるなら

「中立的J，労働の分配率を減少させるなら「労働節約的J技術進歩と定義
される6)。

分析にあたって生産関数を次式のように仮定する。

Y=F/( K， L， T) (1) 

FK=δF/θK>O， FL=δF/δL>O， FT=θF/δT> 0 (2) 

FKK=δ(θF/θK)/θK< 0， FLL=θ(δF/δL )/δL< 0 (3) 

Y;生産量， K;資本 L;労働

4) 日本ではトランス・ログ費用関数から阿部(11.加古 (81.Le Thanh Nghiep (91. 

トランス・ログ生産関数から JllngHwan Lee (7)が代替の弾力性を推定している。

5) 佐藤 (13)は中立性の定義から出発して，種々の技術進歩を定義している。

6) Hicksは『賃金の理論jにおいて，中立性を定義するとともに，技術進歩を「誘導的」

発明と「自発的」発明に分類し，それらが偏向性を持つ可能性が高いことを指摘して

いる。
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また， (1)式は1次同次関数であると仮定する。この仮定は，生産物が全ての

生産要素に分配し尽することを意味しているので，議論をシンプルに進める

ことができる。この仮定よりは)式は，

y=f(k， T) 

ん>0， fぷ<0，y=Y/K， k=L/K 

となる。

(4) 

Tは技術水準を表わす変数であり，時間 (t)の関数と考えられる。実証

分析において多くはtが明示的に生産関数に導入されている。

H-l 中主的技術進歩の推計7)

生産関数(1)， (4)式の上で中立的技術進歩はどの様に特定化できるか。生産

者均衡のもとで，資本と労働の限界代替率をDとすると

D(k， T)=r(k， T)!w(k， T) (5) 

r=f-fk' w=ん (6)

r;資本利潤率 w;実質賃金率

であり， Hicksの中立性の定義はδD/θT=Oであるから

D(k，T)=D(k) (7) 

表わすことができる。さらに(5)，(6)式を用いて，

D(k)=(j-k"/k)//k (8) 

(8)式から

δf/f=δk/!I5(k)+k! (9) 

を得るこの式の両辺をfとkについて積分すると，
δk 

lnf(k， T)ーlnC(T) =f一一一一 ω) 
J5(k)+k 

ln;自然対数

となる。 lnC( T)は積分定数を表わす。上式はさらに，

ak 
f(k， T)= C(T)ゅf万百拝k (11) 

δk 
となり，ここではが一万夜了王k=f(k)とすると(11)式は，

j(k，T)=C(T)f(k) 倒

7) II章及びE章における数式展開は主に荒(2)，佐藤 (13)によっている。
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となる。ゆえに， (1)式の生産関数においてTが中立的技術進歩であるなら，

そオしは，

Y = F (K， L， T) = C ( T) F (K， L) (13) 

と表わされることになる。逆に，生産関数が(13)式で示されるなら，必らず

中立的技術進歩を表わすことになるか。 (13)式を Kについて微分すると

L 
d Y!δK=C( T) dF/δK = C ( T) F K( K ) = C ( T ) fk 同

である。また，

Y!K=C(T)引を) 同

であり(14)，(15)式より

δlnY!δlnK=FK(k )!F(k)=再(k) 。。
が成立する o o (k )はhのみの関数であり，仮定より左辺の資本分配率はk
が一定であるなら不変であることを示している。このことは上で述べた中立

的技術進歩の定義にほかならない。ゆえに制式は技術進歩が中立的である為

の必要十分条件である。

生産関数が(13)式で示される時，技術進歩の効果はどの様に推定でき得るか。

K/Y 

ι 
A 

1;等産出量曲線

品卜一一一一一ト-

T=To 

T=T， 

o V) Vo 
L/Y 

図ー 1 等産出量曲線と技術進歩

4う



北海道大学農経論叢第 39集

技術進歩の効果を Y/K，Y/Lという特定の生産性によって推定することは

正当ではない，何故なら図一 18)に見られるように，EoからElに技術進歩に

よって均衡点が変牝した時，資本生産性の減少はより大きな労働生産性の増

大によって相殺されるものである。ゆえに，技術進歩の効呆は全体としての

生産要素の生産性が問題なのであり，生産量の増加に対する技術進歩の貢献

部分として推定されなければならない。

(13)式を時間に関して微分し， Yで割って整理すると，

G(Y)=G(C)+α'G(K)+s'G(L) (17) 

dY . __ _ . _， dC 
C(Y)=っft/Y， G(C)=コi;/C， 

dK .__ _. _， dL 
G(K)=ーァ/K，G(L)=一一/L (1~ dt P"  ~ ¥ ~ I dt 

a=δln Y/θlnK;資本分配率，s=δln Y/δlnL;労働分配率 (1功

となる。この(17)式を書きかえると，

G(C)=G(Y)-a 'G(K)一β'G(L) (18) 

仮定より s=l一αだから，

G (C ) = G (11 ) -a G (k ) (19) 

となり， (18)式，同式より技術進歩率 G(C)を求めることができる。

1-2 非中立的技術進歩の推定

実証分析に際して，まず技術進歩が中立的であるか否かが問題となる。タ

イムシリーズ・データの観察において注意しなければならないのは，図-2

のようにK/Y，L!Yを軸とするグラフの投入比率の変化をもって，非中立

的であると仮定しバイアスの大きさをも予想することである。実証に先だっ

テストは， Hicksの定義に相応する図-3のようにK/L，ωI/rを軸とするグ

ラフによって判断すべきである。図における tanθ1， tan 82は生産要素への

分配比率を表わしており，観察点が一直線上にない時，技術進歩は非中立的

であると判断される。

非中立的技術進歩は一般に SollowとHarrodの中立性を合わせた要素拡

大的(factor-augmenting )技術進歩として表現される。

8) 等産出量曲線の原点方向へのシフトは技術進歩によると考える。
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K/Y 

. 
. 

L!Y 

図-2 生産要素投入比率の変化

注)図における各点は観察値を表わしている。

。

KIL 

/.///A/ 
//乙/

• ・/

加 /r

図-3 生産要素分配率の変化

注)図-2に同じ。

制

Lの能率係数

すなわち，

Y=F(A(t)・ζ B(t)・L)

ここでA(t).B(t)はそれぞれ質的向上を考慮したK.

( efficiency )を示している 1次同次関数の仮定より，

Z=B(t}g(北汁引)g(q) 記1)

A (t).K 
Z = Y/ L. x = K/ L = 1 / k. q =一一一一ー

ヨ B(t)・L
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である。 これより，

χ g (q) 
ニ=一一一B(t)
q q 

~2) 

を得る o ~J)式を q について微分し，似)式を用いると，

δInZ r/(q) 1/  ¥ .1./ ¥_  g(q) 
一一一=一一一寸 (q)，ゆ (q)=旦一一
δlnq tt (q ) ぜぜ

~3) 

が求まる。さらに自1)式をZで微分することによって，

位。

が成立することが確かめられる。ゆえに，生産関数を側式で示す時，常に~3)

式は成立しており， ~。式から明らかなようにq が一定ならば，生産要素への

分配率も不変であることを意昧している。

技術進歩率の推定は，中立的技術進歩についてと同様制式をtについて微

分し，両辺を Yで除し成長率タームで整理すると，

G(Y)ー(G(A )+G(K) 1十戸{G( B ) + G( L) 1 ~5) 

G(Z)=α.G (A)十戸 'G(B)-a'G(k) 。紛

が導かれる。ゆえに，上の 2つの式から残差法により未知数である G(A)， 

G(B)を求めることはできない。中立的技術進歩と仮定して求めた技術進

歩は，

G(C)=α'G(A)+s'G(B) ~7) 

と示されるように， G(A)とG(B)の加重平均となっている。

中立的技術進歩では，生産要素聞の代替の弾力性 (σ)は技術進歩とは独

立である。一方，技術進歩が非中立的であり制式で表わす時，代替の弾力

性は次式のように定義される。

σ 

AK，. AK 
d(一一)/一一BL /1 BL 
Aw，. Aω 
d(一一)/一一Br /1 Br 

制)
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さらに， A， B， k =L/K， w， rはそれぞれの時間の関数であるから，

σ=1 G(A)-G(B)-G(k)} 11 G(A)-G(B)-G(r)+G(初)}側
と書くことができる。

m. Impossibility Theorem 

前節において非中立的技術進歩を要素拡大的技術進歩で表わす時，その必

要条件，生産量の成長率に対するA(t)とB(t)の貢献及び要素聞の代替の

弾力性を提示したが，さらに O"， G(A)，G(B)の推定問題を本章で考察する。

まず始めに，制式の両辺をA(t}-Kで除せば，

E57E=山)
B(t) r{ ".  ~{， B(t)-L 

a=一一一，f(a-k)=F( 1 一一一一一)A (t ) ， J ¥ '" ~{ . L ¥ L ， A (t ) -K 

。。

が得られ，上式を使って賃金率 (W)および資本利潤率 (r)はそれぞれ，

w=Bj'(a-k) C3J) 

r =Aj(a -k )-kBj'(a -k) 闘

となる。 (31)式を時間に関して全微分し整理すると，

dB B
2 
_， .， I k dB k dA dk¥ 

つlf=f'(a-k)τ +A r(a-k)はっit-Aτ十三五)倒

となり， さらに両辺をwで割ると，

a -kf"(a-k f ，..../ T">. ¥ ，-./ JI ¥ ， ，...，/， ¥ 1 
G(ω)=G(B)十 lG(B)-G(A)+G(k) f f'(a-k) l ~\~{ ~\H{' ~\~{ I C34) 

となる。生産関数が1次同次関数の仮定から σは次式で表わすことができる。

wr 
σ aw 
-RYak 

。。

aw/ω=号t"(ak )であり，。胸式および倒式を用いて倒式を整理する
と，

G(ω )=G(B)-+. ~ { G(B )-G(A )+G(k) } C36) 

となる。 r/y=α (資本分配率)を上の式に代入すると，
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G(ω )=G(B)ー引 G(B)-G(A )+G(k) ¥ 

となる。同式についても同様にして，

。の

G(r )=G(A )十手lG(B)-G(A)十G(k)1 側

が導かれる。さらに倒式の両辺に 6を乗じて整理すれば，

s.G(B)=σ. G(r)ー σ.G(Al+s.G(A )-s.G(k) 側

これを例式に代入すると，

G(y)-G(k)=( 1一σ).G(A)+σ .G(r)-G(k) 

となり，次の等式が成立する。

σ.G(r)-G(y) 
G(A)=一一 15-了一一一， σキ1

同様に制式と制式から，

6 ・G(ω )-G(z)
G(B)=一一 15二τ一一一， σキ1

が導かれる。

品。

~1) 

制

上の~l)式と似式から明らかなように， G(A)とG(B)の推定には δキ1

が必要条件であり，生産関数がC-D関数 (15=1)であるなら，生産関数

からA(t)， B(t)を分離した推定はできない。また， 0"， A(t)， B(t)の

関係は

σ= 1 G(A )-G(B)-G(川11G(A)-G(B)-G(r)+G(ω)1側
一 σ.G(r)-G(y)

G(A)一 σーI一一一0"キ1 ~D 

G(B) 
σ.G(ω)-G(z) 

σキ1
σ-1 

~2) 

であり， G(A)とG(B)の推定にはσが既知でなければならないが， σも

G(A)及びG(B)の関数となっている。ゆえに， σキ1と仮定しでも σ，

G(A)， G(B)をそれぞれ同時推定することは不可能である。この結論が，

生産要素拡大的技術進歩を仮定した時の ImpossibilityTheoremと呼ばれ

る9)。

一方，所得分配率の変化は 6 とA(t)及びB(t)とどの様な関係にあるのか。
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資本分配率は a: r/yであるから，その変化率は，

G( a )=G(r )-G(y) 制

であり，制式に側式とG(y ) = a . G (A ) +β. G(B)十β'G(k)を代入して
整理すると，

G(a)=-s(l-士){ G(B )-G(A )+G(k) } 刷
となる。労働分配率の変化率も同様に導くことができる。

G( a)=α( 1ー-+-)I G(B )-G(A )+G(k) ) ~5) 

よって制式と制式より， σ=1の時所得分配率は不変であり，またG(A)= 

G(B)すなわち技術進歩が中立的であるなら，生産要素の比率に変化がな

い時 (G(k)= 0 )もまた所得分配率は不変であることがわかる。さらに最

も重大なのは，観察データの所得分配率が一定である時，中立的技術進歩を

考えがちであるが， σ斗1で技術進歩が非中立的な場合においても， αとF
が不変であることもあり得ることを示している。

N. Impossibility Theoremとトランス・ログ関数

E章およびE章で，技術進歩を含む生産関数Y=F(K，L， T)が，中

立的技術進歩の時Y=C(t)F(K， L)，要素拡大的技術進歩の時Y=F(A(t). 

K，B(t).L)と特定化されることを示し，その成立条件を展開した。また，

要素拡大的技術進歩において ImpossibilityTheoremの存在と，所得分配率

不変であることから中立的技術進歩を仮定することの危険性を指摘した。

では，中立的技術進歩や要素拡大的技術進歩と仮定しないで，またアプリ

オリ fJ.制約をもっ C-D生産関数や CES生産関数に定式化することなく Y

=F(K， L， T)の変換を伴わず，直接的に要素聞の代替の弾力性及び技

術進歩のバイアスを推定することはできないのか。この問題に対して， トラ

ンス・ログ関数10)を用いたデュアル・アプローチから解答が得られると考

える。

技術進歩を含む生産関数，

9) Diamond， McF adden， Rodriguez (3)は技術進歩のバイアスを定義して不可能の定

理を展開している。
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Y=F(Xl. X2.…， Xn， T)， Xi;生産要素

に対応する最小費用関数は，

C. =h( Y.H.九，…Pn. T). Pi;生産要素の価格

F
 )
 
‘，L
 
(
 

~6) 

と表わすことができる。制式の対数をとり，テイラー展開したのがトランス・

ログ費用関数である。

ln Chuo+ugirIY+EmlriPz十vylnT 

+tzlトjlnPi川+会1r"Tln P，. ln Y 
+ryTln Yln T 告の

ここで，制式を生産要素価格(ln Pi )で偏微分し.Shephardの補題を用

いると，生産要素のコストシェア式を導くことができる。
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円
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υ 住8

同式のパラメータとコストシェアよりAl1enの代替の偏弾力性は，

ャ古川1.σii 会(Yii +S，.' -Si) 同

と求めることができる o ゆえに代替の弾力性に対してアプリオリな仮定もい

らず，また(1)'式の生産関数を変形することなく代替の弾力性の推定が可能

である o

Hicksの中立性を基準とするバイアスは，次の 3つの式にそれぞれ異なっ

て定義することができる。

(1)生産要素の相対価格を一定とする時

B. = aSi 1 = 一一一一一ーー-. ーーー-
gθ T Si (50) 

Bi<O; 要素節約的.Bi=O 中立的.Bi>O ; 要素使用的

B'ー δ(KIL) 1 一一δT KIL 
B'>O;労働節約的，B'=O ;中立的，B'く0;労働使用的

(51) 

10) トランス・ログ関数はChristensen，J orgenson， Lauによって開発された。二回微分

可能な関数に対して 2次近似し，近似の基準点において弾力性にアプリオリな制約を

設けないという flexiblefunctional formである。
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(2)生産要素の投入比率を一定とする時

iii) BH-a(fk/fL)1 
一 一一
θT FK/FL 

B">O;労働節約的，B"=O 中立的，B"く0;労働使用的

側式の定義における θS;/θTは側式より，

aSi riT 
aT T 

となり，バイアスの定義式側に代入すると

B;= ηT 1 -_0--
T S， 

となる。

(52) 

(53) 

同

ゆえに，各生産要素に対する技術進歩のバイアスは，コストシェア式のパ

ラメータ (riT)と，データ (T，Si)より求めることができる11)。

ここで注意すべきことは，側式と制式を用いタイムシリーズ・データで計

測した代替の偏弾力性((J ij )，及び、技術進歩のバイアス (B;)がどの時点

の値を表わしているのかということである。トランス・ログ関数は，厳密に

言えばテイラー展開した近傍点で成り立つものであり，展開点における推定

値と考えるのが適切で、あると考える。

なお， トランス・ログ費用関数及びコストシェア式の計dlJjにおける問題と

して以下の点が考えられる o

i )変数聞に多重共線性が生じ，推定/~ラメータが不安定になる可能性が

強し)12)。

ii )生産者の最小費用化行動を仮定しているが，この仮定を検定する為に

は制式と例)式の連立推計が必要であり，タイムシリーズにおいては自由度が

小さくなり易い。

iii)アプリオリな制約が少ない反面，推定結果がwellbehavedな生産構造

にもとづくかどうか検定する必要性がある。

11)茅野(ls)は，技術進歩を表わす代理変数として品種改良指数と省力的技術指数を用

いてバイアスの推定を行なっているο

12) Lee (7)はRidge回婦を行なっている。
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V.結び

以上で，近年展開されてきた生産者均衡におけるトランス・ログ費用関数

を用いたデュアル・アフローチから，要素聞の代替弾性及び技術進歩のバイ

アスの推定が可能であることを指摘した。タイムシリーズ分析において，図

-3で見られるように技術進歩が偏向性を持っと考えられる時，技術進歩を

含む生産関数を要素拡大的と仮定することなく推定するメリットがある。生

産関数と議論の簡単化の為に 1次同次関数と仮定して展開したが， トラン

ス・ログ費用関数の計測に際してアプリオリにこの仮定を課す必要性はな

い。しかし，統計的検定とデータに関して前節で指摘した問題が含まれてい

ることに注意しなければならない。

なお，技術進歩を推定する目的によって，前提となる生産関数の概念は異

なるものであり，それに伴って技術進歩の推定方法及びデータに関しでも考

察する必要がある。それ故，推定に先だっ構造の特定化そのものが重大な問

題となってくるだろう。
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